
廉橋委員提出資料  平成21年11月27日  

厚生労働大臣  

長 妻  昭 殿   

全国がん（成人病）センタ  

長  贋 橋  説  

がん登録の推進に関する提言  

がんは、「国民病」と呼んでも過言ではなく、国及び地方公共団体や国民及び医療従事者など  

の関係者等は、イがん患者を含めた国民が、がんを知り、がんと向き合い、がんに負けることな  

い社会」の実現を目指すこととしている。   

その実現のためには、国が、国民や医療従事者などの関係者に対して、がん対策及びその評価  

に関して、科学的根拠に基づき、分かりやすく情報提供することが不可欠である。なかでも、が  

んの種類、進行度等に応じた治療成紙（5年生存率）を正確に収集・分析・公表することは、最  

も基本的かつ重要な情報の一つである。そのためには精度が高く内容の充実したがん登録が広く  

実施されることが必要であり、がん登録の推進は「がん対策推進基本計画」にも明記されている。   

当協議会においては、加盟施設の院内がん登録の実紙を踏まえて生存率協同調査を実施し、そ  

の結果を公表している。この取組は今後とも重要なものと認識しているが、更なる推進を図るた  

めには、当協議会及び加盟施設の個別の努力には限界がある。   

そこで、当協議会が一体となって、それぞれの加盟施設による働きかけが必要との観点から、  

当協議会の全会一致により、下記の提言を行うこととしたものである。   

国においては、がんの生存率調査及びがん登録を一層推進することによ・り、国民及び医療従事  

者などの関係者に広く情報を提供し、国と国民等が一体となってがんに対策に取り組むことがで  

きるよう、以下の対策を講じられたい。  

1． がん医療の向上のためには、がん登録が必要であるとの国民の認識を深めてもらうことが  

できるよう、がん登録の意義や仕組みについて十分に周知を図ること。  

2． 個人情報保護法及び統計法との整合性を図った上で、がん登録の実施についてがん対策基  

本法に位置づけること。  

3． 現在、研究等で行われているがん登録の取組について、法に基づく全国的かつ継続的な事   

業とするとともに、精度の一層の向上を図るための措置を諦ずること。具体的には、がん登   

録を実施する各医療機関および登録情報を収集・分析する機関等に対して十分な人員配置お  

よび予算上の措置を講ずること。  

4．最新の治療技術を反映した生存率を算定するために、毎年の生存確認調査が可能な体制の  

確立に努めること。  

（以上）   



平成21年11月27日  

厚生労働大臣  

長 妻  昭 殿   

全国がん（成人）セ  

会長  虞橋  

平成22年度診療報酬改訂に関する緊急提言  

近年のがん診療の発展は目覚ましく、多くの新しい治嘩薬が臨床に導入されてきた。しか  

し、これらの多くが極めて高価であり包括払いの入院治療費ではとても賄えない状態となっ  

ている。また、新しい治療法の開発はがん医療の高度化を来たし、医療現場に負担の増加を  

強いている。また、がん診療連携拠点病院は、専門的ながん医療の提供に加え、地域におけ  

るがん医療の連携推進や均てん化の役割を担っているが、これらの機能に対する診療報酬上  

の評価は現状では十分とは言えない。がん対策基本法の趣旨を踏まえ、がん診療連携拠点病  

院に対する格別の評価鱒必要である。さらに、緩和ケア病棟は、かつてはいわゆる終末期の  

医療として、“看取り”を中心に行ってきた。しかし緩和医療をがん診療の早期から取り入れ  

る事はがん対策基本法にも明記されており、がん治療中の患者、激しい症状を伴う患者の緩  

和ケア病棟への入院が増加している。   

これらのがん診療の大きな変化により、従来の考え方で決められた包括払制度は現実に即  

しておらず、現場への大きな負担となっている。   

全国がん（成人）センター協議会は平成21年11月13日の総会で、下記の3点に閲し緊急  

に改善を要するとして緊急提言することを、全会一致で決定した。   

これらの諸事情を勘案され適切な対応をされることをお願いする。  

記  

1，抗がん剤治療（放射性医薬品を含む）に関しては包括評価制の中で、出来高評価とする。  

2，入院基本料を、がん診療に閲し加算する。具体的には「がん診療連携拠点病院加算」の   

増額と算定期間の設定をする。包括払制度においても、がん診療連携拠点病院への特段の   

評価を行う。  

3，緩和ケア病棟入院基本料を増額し、緩和医療がより普及するように措置する。  

以上   




